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(57)【要約】
【課題】
　操作者の負担を軽減しながらも、迅速に操作対象機器
に緊急処理を実行させることが可能な緊急処理システム
を提供する。
【解決手段】
　生体情報取得手段（１１）で操作対象機器（１４）を
操作する操作者の操作対象機器に対する身体的な反応を
生体情報として検知し、判別手段（１２）で生体情報に
基いて異常状態を判別して異常状態信号を生成し、制御
手段（１３）が異常状態信号に基いて操作対象機器（１
４）に緊急状態処理を実行させる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　操作対象機器に対して緊急状態処理を実行させるための緊急処理システムであって、
　前記操作対象機器を操作する操作者の前記操作対象機器に対する身体的な反応を生体情
報として検知する生体情報取得手段と、
　前記生体情報に基いて異常状態を判別し、異常状態信号を生成する判別手段と、
　前記異常状態信号に基いて前記緊急状態処理を実行させる制御手段を備えることを特徴
とする緊急処理システム。
【請求項２】
　請求項１に記載の緊急処理システムであって、前記緊急状態処理は緊急停止処理である
ことを特徴とする緊急処理システム。
【請求項３】
　請求項１に記載の緊急処理システムであって、前記生体情報取得手段は前記操作者の身
体に取り付けられるウェアラブル機器に搭載されることを特徴とする緊急処理システム。
【請求項４】
　請求項１に記載の緊急処理システムであって、前記生体情報は心電図、心拍数、瞳孔径
、脳波、体温、血圧、音声、操作者の動き、操作者の発汗量のいずれか一を含むことを特
徴とする緊急処理システム。
【請求項５】
　請求項１に記載の緊急処理システムであって、前記操作対象機器は産業用機械、介護用
機器、医療機器、動作補助装置、作業用車両のいずれかであることを特徴とする緊急処理
システム。
【請求項６】
　操作対象機器に対して緊急状態処理を実行させるための緊急処理システムであって、
　前記操作対象機器を操作する操作者の身体的な反応を生体情報として検知する生体情報
取得手段と、
　前記生体情報に基いて異常状態から通常状態への回復を判別し、異常状態解除信号を生
成する判別手段と、
　前記異常状態解除信号に基いて前記緊急状態処理を解除させる制御手段を備えることを
特徴とする緊急処理システム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、緊急処理システムに関し、特に操作者の生体情報を取得して異常時に操作
対象機器に緊急処理を実行させる緊急処理システムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年のロボット技術の発展にともなって、産業用機械に動作を記憶させるためのティー
チングペンダントなどの技術が提案されている（例えば特許文献１）。このようなティー
チングペンダントでは、産業用機械を制御するコントロール機能が備えられており、操作
者はティーチングペンダントを保持しながら所定の動作を実行させて産業用機械に所定の
動作を学習させる。動作を学習させる作業では、操作者は産業用機械の作業エリア内に立
ち入ることがあるため、産業用機械が予期しない動作をした場合や誤った操作を入力した
場合に、操作者が産業用機械の動作を緊急停止させるためのイネーブルスイッチが備えら
れている。
【０００３】
　また、ティーチングペンダントのイネーブルスイッチとしては、操作者がティーチング
ペンダントの保持部分から手を離した場合と強く握りしめた場合に緊急停止させ、その中
間状態である軽く握った状態を保持している間のみ学習動作を可能にする３ポジション方
式のものも提案されている。３ポジション方式のイネーブルスイッチでは、操作者が予期
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しない産業用機械の動作に驚いて、反射的に手を握りしめることや手を離す動作によって
緊急停止させることができ、動作と停止のみの２ポジションのものよりも好ましい。
【０００４】
　しかし、３ポジション方式のイネーブルスイッチでは、ティーチングペンダントを軽く
握ったまま保持し続ける必要が有り、長時間に及ぶ学習作業では操作者の負担が大きく、
うっかり手を握ったり開いたりして学習作業をキャンセルしてしまう場合もあった。
【０００５】
　また、産業用機械のティーチングペンダントに限らず、介護機器、医療機器、動作補助
装置、作業車両などにおいても、意図しない動作時に緊急停止などの緊急処理を行う必要
がある。しかし、操作者が緊急事態を認識してからイネーブルスイッチを操作するまでの
時間が十分に短縮できないことや、操作者がイネーブルスイッチを操作すること自体が困
難な場合もあり得た。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００８－０２１２３９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、上記従来の問題点に鑑みてなされたものであり、操作者の負担を軽減しなが
らも、迅速に操作対象機器に緊急処理を実行させることが可能な緊急処理システムを提供
することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記課題を解決するために、本発明の緊急処理システムは、操作対象機器に対して緊急
状態処理を実行させるための緊急処理システムであって、前記操作対象機器を操作する操
作者の前記操作対象機器に対する身体的な反応を生体情報として検知する生体情報取得手
段と、前記生体情報に基いて異常状態を判別し、異常状態信号を生成する判別手段と、前
記異常状態信号に基いて前記緊急状態処理を実行させる制御手段を備えることを特徴とす
る。
【０００９】
　このような本発明の緊急処理システムでは、操作者の生体情報に基いて異常状態を判断
し、異常状態には操作対象機器に緊急処理を実行させるため、操作者の認識速度や動作速
度、可動範囲に依らずに迅速に緊急処理を実行させることができる、また、操作対象機器
を動作可能にする動作可能指示状態を操作者が長時間保持する必要もなく、操作者の負担
も軽減される。
【００１０】
　また、本発明の一実施態様では、前記緊急状態処理は緊急停止処理である。
【００１１】
　また、本発明の一実施態様では、前記生体情報取得手段は前記操作者の身体に取り付け
られるウェアラブル機器に搭載される。
【００１２】
　また、本発明の一実施態様では、前記生体情報は心電図、心拍数、瞳孔径、脳波、体温
、血圧、音声、操作者の動き、操作者の発汗量のいずれか一を含む。
【００１３】
　また、本発明の一実施態様では、前記操作対象機器は産業用機械、介護機器、医療機器
、動作補助装置、作業用車両のいずれかである。
【００１４】
　また本発明の緊急処理システムは、操作対象機器に対して緊急状態処理を実行させるた
めの緊急処理システムであって、前記操作対象機器を操作する操作者の身体的な反応を生



(4) JP 2017-51350 A 2017.3.16

10

20

30

40

50

体情報として検知する生体情報取得手段と、前記生体情報に基いて異常状態から通常状態
への回復を判別し、異常状態解除信号を生成する判別手段と、前記異常状態解除信号に基
いて前記緊急状態処理を解除させる制御手段を備えることを特徴とする。
【００１５】
　このような本発明の緊急処理システムでは、生体情報取得手段が操作者の生体情報を検
知して、予め定められた状態まで回復した場合に操作対象機器の通常の制御を再開するた
め、操作解除の際にも不用意に操作対象機器が動作せず、安全を確保した再起動を行うこ
とができる。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明では、操作者の負担を軽減しながらも、迅速に操作対象機器に緊急処理を実行さ
せることが可能な緊急処理システムを提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】第１実施形態の緊急処理システムを示すブロック図である。
【図２】第１実施形態の動作を示すフローチャートである。
【図３】第１実施形態の緊急処理システムの一例を示す模式図である。
【図４】生体情報の一例である心電図を模式的に示すグラフである。
【図５】第２実施形態の動作を示すフローチャートである。
【図６】第３実施形態の動作を示すフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
（第１実施形態）
　以下、本発明の第１実施形態について図面を参照して詳細に説明する。図１は第１実施
形態の緊急処理システムを示すブロック図である。図１に示すように、本実施形態の緊急
処理システムは、生体情報取得手段１１と、判別手段１２と、制御手段１３と、操作対象
機器１４を備えている。
【００１９】
　生体情報取得手段１１は、操作対象機器１４を操作する操作者の生体情報を検知する手
段であり、検知した生体情報を判別手段１２に伝達する。検知する生体情報としては、例
えば心電図、心拍数、瞳孔径、脳波、体温、血圧、音声、操作者の動き、操作者の発汗量
等が挙げられ、そのうちの一種類を検知してもよく複数の生体情報を同時に取得するとし
てもよい。
【００２０】
　また、生体情報取得手段１１の形態としては例えばリストバンド型、指輪型、ヘアバン
ド型、ペンダント型、コンタクトレンズ型、メガネ型、衣類組み込み型などのウェアラブ
ル機器であってもよく、体内に埋め込む形態であってもよく、コントローラの一部として
埋め込む形態であってもよく、操作者から離間して設置されたモニタリング装置であって
もよい。
【００２１】
　判別手段１２は、生体情報取得手段１１が検知した生体情報に基いて異常状態を判別し
て、異常状態信号を生成して制御手段１３に伝達する手段であり、例えばＣＰＵ（Ｃｅｎ
ｔｒａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｕｎｉｔ）、ＤＳＰ（ｄｉｇｉｔａｌ　ｓｉｇｎａｌ
　ｐｒｏｃｅｓｓｏｒ）等の情報演算処理を実行する装置で実現される機能である。
【００２２】
　制御手段１３は、異常状態信号に基いて操作対象機器１４に緊急制御信号を伝達して緊
急状態処理を実行させる手段であり、例えばＣＰＵ、ＤＳＰ等の情報演算処理を実行する
装置で実現される機能である。判別手段１２と制御手段１３とは同一の装置上で実現して
もよく、別々の装置として離れて設けられて両者間で情報通信手段を介して情報の受け渡
しをするとしてもよい。また、判別手段１２や制御手段１３は、生体情報取得手段１１ま
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たは操作対象機器１４と一体に搭載されてもよく、別の情報処理装置として独立して設け
られてもよい。
【００２３】
　操作対象機器１４は、操作者が操作して所定の動作を実行する装置であり、例えば各種
の産業用機械、介護機器、医療機器、動作補助装置、農業機械や清掃車、除雪機等の作業
用車両である。これらの用途では、操作対象機器１４の通常動作を直接操作する作業者だ
けではなく、操作対象機器１４の周辺で作業を行う作業者や操作対象機器１４の動作対象
になる患者など、非常時に操作対象機器１４に対して緊急状態処理を実行させる人間を操
作者とする。操作対象機器１４に制御手段１３から緊急制御信号が伝達されると、操作対
象機器１４は通常の制御信号よりも優先して緊急制御信号による緊急状態処理を実行する
。
【００２４】
　上述したように、生体情報取得手段１１から判別手段１２には生体情報が伝達され、判
別手段１２から制御手段１３には異常状態信号が伝達され、制御手段１３から操作対象機
器１４には緊急制御信号が伝達される。このとき、各手段間の情報伝達は有線通信でも無
線通信でもよく、例えば生体情報取得手段１１としてウェアラブル機器を用いる場合には
、他の機器への情報伝達は無線情報通信手段が用いられる。ウェアラブル機器を用いるこ
とで、操作者は身に着けた生体情報取得手段１１を意識せずに各種作業を行うことができ
、緊急処理システムを利用するための負担を著しく軽減することができる。
【００２５】
　図２は第１実施形態における緊急処理システムの動作を示すフローチャートである。図
２に示すように、本実施形態の緊急処理システムは、初期状態設定ステップＳ１、作動開
始ステップＳ２、生体情報検知ステップＳ３、情報変化判別ステップＳ４、急変判別ステ
ップＳ５、異常状態信号発生ステップＳ６、緊急状態処理ステップＳ７の各工程を備えて
いる。
【００２６】
　初期状態設定ステップＳ１では、生体情報取得手段１１により操作者の通常状態での生
体情報を検知して判別手段１２に伝達し、判別手段１２は通常状態での生体情報を初期状
態の生体情報として記録する。初期状態の操作者の生体情報は、一回検知することで設定
しても、複数回の検知を行って平均値を設定するとしてもよい。
【００２７】
　次に作動開始ステップＳ２では、操作対象機器１４の通常の動作を開始する。操作対象
機器１４の通常動作は継続して実行され、Ｓ３以降の緊急処理システムの動作と並行して
実行される。
【００２８】
　次に生体情報検知ステップＳ３では、生体情報取得手段１１が操作者の生体情報を検知
して判別手段１２に伝達する。判別手段１２では、伝達された生体情報を最新の生体情報
として記録する。このとき、直前の生体情報について時間経過の情報とともに記録してお
く。
【００２９】
　次に情報変化判別ステップＳ４では、判別手段１２が記録されている初期状態の生体情
報と最新の生体情報とを比較し、その変化が予め定めていた閾値を超えるものであるかを
判定する。閾値を超える変化の場合には急変判別ステップＳ５に移行し、閾値を超えない
変化の場合には生体情報検知ステップＳ３に移行する。
【００３０】
　次に急変判別ステップＳ５では、判別手段１２が時系列に沿って記録された複数の生体
情報の変化パターンを分析し、急激な生体情報の変化と判定した場合には異常状態信号発
生ステップＳ６に移行し、急激は変化ではないと判定した場合には生体情報検知ステップ
Ｓ３に移行する。急激な生体情報の変化としては、例えば操作者が操作対象機器１４の予
期しない動作に驚いた場合や、痛みを感じた場合などに生じる生体情報の変化パターンで
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ある。判別手段１２には、このような生体情報の変化パターンについて予め記録しておき
、その変化パターンと一致しているか否かで急激な生体情報の変化を判別できる。
【００３１】
　情報変化判別ステップＳ４と急変判別ステップＳ５とは、一つの異常判別ステップとし
てまとめて実行してもよい。
【００３２】
　次に異常状態信号発生ステップＳ６では、判別手段１２は異常状態信号を発生させて制
御手段１３に伝達する。異常状態信号の形態としては、ステップＳ３～Ｓ５の制御ループ
では発生していなかった新たな信号を異常状態信号として送出するとしてもよく、ステッ
プＳ３～Ｓ５の制御ループで発生させていた駆動許可信号の送出を停止することで異常状
態信号としてもよい。
【００３３】
　最後に緊急状態処理ステップＳ７では、異常状態信号を受信した制御手段１３が操作対
象機器１４に緊急制御信号を送出し、操作対象機器１４は通常の制御信号による制御を停
止し、緊急状態処理を優先して実行する。操作対象機器１４が実行する緊急状態処理とし
ては安全を確保するために緊急停止が好ましいが、例えば操作者に接触した部位を離間さ
せるような動作や、操作者の落下を防止するための動作など、危険を回避するための危険
回避動作であってもよい。
【００３４】
　このような緊急処理システムでは、生体情報取得手段１１による生体情報の取得が繰り
返され、異常が発生して操作者が驚いたときや痛みを感じた場合などに生体情報が急変し
たことを検出し、自動的に操作対象機器１４の緊急状態処理を実行させることができる。
これにより、操作者の負担を軽減しながらも、迅速に操作対象機器１４に緊急処理を実行
させることが可能となる。
【００３５】
　図３は、第１実施形態の緊急処理システムの一例を示す模式図である。図３に示すよう
に本実施形態の緊急処理システムは、産業用ロボットアーム２１と、ティーチングペンダ
ント２２と、リストバンド型の心電図計測器２３を備えている。
【００３６】
　産業用ロボットアーム２１は、工場の自動組立装置においてワークを把持して所定位置
に配置する動作を行う装置であり、操作者が操作する操作対象機器１４に該当する。ティ
ーチングペンダント２２は、産業用ロボットアーム２１に対して操作者が所定の動作を学
習させる際に用いるコントローラであり、産業用ロボットアーム２１の動作を入力する入
力部等を備えている。リストバンド型の心電図計測器２３は、心電図を計測するためのセ
ンサ類が手首側に搭載され、操作者の手首に巻き付けられたリストバンドの形態をしてお
り、操作者の生体情報である心電図を検知する生体情報取得手段１１に該当する。
【００３７】
　図３に示した緊急処理システムの一例では、操作者はリストバンド型の心電図計測器２
３をどちらか一方の手首に巻き付け、ティーチングペンダント２２を把持して入力を行い
、産業用ロボットアーム２１に動作を学習させる。学習作業の期間中には、図２のフロー
チャートで示した制御が行われ、心電図計測器２３は操作者の心電図を検知し続け、心電
図が通常の状態から異常状態に変化した場合には、産業用ロボットアーム２１の動作を緊
急停止させる緊急処理が実行される。
【００３８】
　図４は、生体情報の一例である心電図を模式的に示すグラフである。よく知られている
ように、心電図計測器２３では心臓の鼓動一回毎にＰ波からＵ波を含んだ電位変化を心電
図として計測する。心電図を生体情報として用いた場合には、鼓動一回分の周期の変化や
Ｐ～Ｕ波の各波の波形や電位の大きさなどについて、異常事態発生と判定するべき閾値や
変化パターンを設定しておく。
【００３９】
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　図２に示した制御では、初期状態設定ステップＳ１で操作者の通常状態での心電図を計
測して初期状態の生体情報として記録しておく。また、生体情報検知ステップＳ３では毎
回同様に心電図を計測して記録しておき、情報変化判別ステップＳ４では初期状態の心電
図との比較を行い、急変判別ステップＳ５では心電図の時系列での変化を判定する。
【００４０】
　生体情報取得手段１１としてリストバンド型の心電図計測器２３を用いると、他の機器
への情報伝達は無線情報通信手段が用いられるため、操作者は身に着けた生体情報取得手
段１１を意識せずに各種作業を行うことができ、緊急処理システムを利用するための負担
を著しく軽減することができる。
【００４１】
　また、リストバンド型の心電図計測器２３で計測する心電図は、操作者毎に波形が異な
っているため個人認証に用いることもできる。心電図を用いた個人認証により、予め登録
しておいた操作者のみがティーチングペンダント２２を操作可能にするなど、セキュリテ
ィーを確保して学習作業の安全性を向上させることができる。また、操作対象機器１４で
ある産業用ロボットアーム２１の作業エリア内への入退室管理に心電図による個人認証を
用い、学習作業の安全性を向上させることもできる。
【００４２】
　図３，４では生体情報として心電図を用いた場合を示したが、コンタクトレンズ型やメ
ガネ型のウェアラブル機器を用いて瞳孔径を測定してその拡縮で異常状態を判別してもよ
く、ヘアバンド型のウェアラブル機器を用いて特定の脳波についてモニタリングすること
で異常状態を判別してもよく、各種ウェアラブル機器やモニタリング装置を用いて体温や
血圧の変化により異常状態を判別してもよい。生体情報として心電図を用いる場合には、
他の生体情報を用いるよりも検知速度が速いため異常状態を瞬時に判別でき、緊急状態処
理を迅速に実行できるため好ましい。
【００４３】
　以上に述べたように本実施形態の緊急処理システムでは、操作者の負担を軽減しながら
も、迅速に操作対象機器１４に緊急処理を実行させることが可能となる。
【００４４】
（第２実施形態）
　次に、本発明の第２実施形態について図面を参照して詳細に説明する。本実施形態は、
異常状態信号発生ステップの前に操作者が危険範囲にいるか否かを判別するステップを実
行する点が第１実施形態と異なっており、他は第１実施形態と同様であるため重複する説
明は省略する。
【００４５】
　図５は第２実施形態における緊急処理システムの動作を示すフローチャートである。図
５に示すように、本実施形態の緊急処理システムは、初期状態設定ステップＳ１１、作動
開始ステップＳ１２、生体情報検知ステップＳ１３、情報変化判別ステップＳ１４、急変
判別ステップＳ１５、危険範囲判別ステップＳ１６、異常状態信号発生ステップＳ１７、
緊急状態処理ステップＳ１８の各工程を備えている。
【００４６】
　初期状態設定ステップＳ１１では、生体情報取得手段１１により操作者の通常状態での
生体情報を検知して判別手段１２に伝達し、判別手段１２は通常状態での生体情報を初期
状態の生体情報として記録する。次に作動開始ステップＳ１２では、操作対象機器１４の
通常の動作を開始する。次に生体情報検知ステップＳ１３では、生体情報取得手段１１が
操作者の生体情報を検知して判別手段１２に伝達する。
【００４７】
　次に情報変化判別ステップＳ１４では、判別手段１２が記録されている初期状態の生体
情報と最新の生体情報とを比較し、閾値を超える変化の場合には急変判別ステップＳ１５
に移行し、閾値を超えない変化の場合には生体情報検知ステップＳ１３に移行する。次に
急変判別ステップＳ１５では、判別手段１２が時系列に沿って記録された複数の生体情報
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の変化パターンを分析し、急激な生体情報の変化と判定した場合には危険範囲判別ステッ
プＳ１６に移行し、急激な変化ではないと判定した場合には生体情報検知ステップＳ１３
に移行する。
【００４８】
　次に危険範囲判別ステップＳ１６では、判別手段１２が操作者の作業している位置と操
作対象機器１４の位置関係を位置センサなどで認識し、予め定めておいた操作対象機器１
４の危険が及ぶ範囲内に操作者がいるかを判定する。危険が及ぶ範囲内に操作者がいると
判定した場合には異常状態信号発生ステップＳ１７に移行し、危険が及ぶ範囲内に操作者
がいないと判定した場合には生体情報検知ステップＳ１３に移行する。操作者と操作対象
機器１４の位置を認識する方法としては、反射型モーションセンサや焦電センサ、深度セ
ンサなどを用いることができる。
【００４９】
　情報変化判別ステップＳ１４から危険範囲判別ステップＳ１６は、複数のステップを一
つの異常判別ステップとしてまとめて実行してもよい。
【００５０】
　次に異常状態信号発生ステップＳ１７では、判別手段１２は異常状態信号を発生させて
制御手段１３に伝達する。最後に緊急状態処理ステップＳ１８では、制御手段１３が操作
対象機器１４に緊急制御信号を送出し、操作対象機器１４は通常の制御信号よりも優先し
て緊急状態処理を実行する。
【００５１】
　本実施形態では危険範囲判別ステップＳ１６を含むことで、操作対象機器１４の予期し
ない動作に操作者が驚いた場合にも、操作対象機器１４から操作者までの距離が安全を確
保できる場合には緊急状態処理を行うことなく通常動作を継続することができる。また、
本実施形態の緊急処理システムでも、操作者の負担を軽減しながらも、迅速に操作対象機
器１４に緊急処理を実行させることが可能となる。
【００５２】
（第３実施形態）
　次に本発明の第３実施形態について図面を参照して詳細に説明する。本実施形態は、緊
急状態処理ステップが実行された後に、操作対象機器１４を再起動させるための緊急処理
の解除を実行するものであり、重複する説明は省略する。
【００５３】
　図６は、本実施形態における緊急処理の解除を示すフローチャートである。本実施形態
の緊急処理システムは、前述した緊急状態処理ステップの後に実行されるものである。第
１実施形態または第２実施形態で示したような生体情報を用いた緊急状態処理ステップが
実行されたのち、図６に示すフローチャートによる緊急処理の解除手順がスタートする。
本実施形態では図６に示すように、緊急処理の解除を行なって操作対象機器１４を再起動
させるまでのフローとして、緊急制御信号維持ステップＳ３１、再起動指示ステップＳ３
２、生体情報検知ステップＳ３３、情報変化比較ステップＳ３４、回復状態判別ステップ
Ｓ３５、異常状態信号解除ステップＳ３６の各工程を備えている。
【００５４】
　緊急制御信号維持ステップＳ３１では、緊急状態処理ステップで制御手段１３から操作
対象機器１４へ送出されていた緊急制御信号を維持し、操作対象機器１４が操作者の意図
しない動作を行なわないように操作対象器機１４の動作を停止させたままにする。この場
合、前述の生体情報検知ステップＳ３，Ｓ１３、情報変化判別ステップＳ４，Ｓ１４、急
変判別ステップＳ５，Ｓ１５、危険範囲判別ステップＳ１６は異常状態信号の送出によっ
て中止し、本実施形態の緊急制御信号維持ステップＳ２１を維持することが好ましい。
【００５５】
　次に再起動指示ステップＳ３２で、コントローラの再起動ボタンを押し下げるなどの制
御機器に対して操作者からの再起動指示があるかを判別する。再起動指示が入力された場
合には生体情報検知ステップＳ３３に移行し、再起動指示が入力されない場合には緊急制
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御信号維持ステップＳ３１に移行する。操作対象機器１４が意図せず動作しないように、
操作者の意図によって緊急制御信号が解除されることが好ましく、再起動指示ステップＳ
３２で操作者が制御手段１３へ再起動指示信号を入力しない限り、ステップＳ３３以降の
各工程が実行されないことが好ましい。
【００５６】
　次に生体情報検知ステップＳ３３では、再起動指示ステップＳ３２で再起動指示信号が
入力されたときの操作者の生体情報を生体情報取得手段１１が検知して判別手段１２に伝
達する。
【００５７】
　次に情報変化比較ステップＳ３４では、判別手段１２が急変判別ステップＳ５，Ｓ１５
において記録された急激な生体情報の変化パターンと、生体情報検知ステップＳ３３にお
いて再起動指示信号の入力後に検知した操作者の生体情報とを比較し、その相違を抽出す
る。
【００５８】
　次に回復状態判別ステップＳ３５では、判別手段１２が情報変化比較ステップＳ３４で
の比較により、操作者の生体情報が予め定められた状態まで回復したか否かを判定する。
予め定められた状態とは、例えば第１実施形態の初期状態の生体情報としてもよい。操作
者の生体情報が予め定められた状態まで回復したと判定した場合は異常状態信号解除ステ
ップＳ３６へ移行し、回復していないと判定した場合は生体情報検知ステップＳ３３へ移
行する。
【００５９】
　情報変化比較ステップＳ３４と回復状態判別ステップＳ３５は、１つの判別ステップと
してまとめて実行してもよい。
【００６０】
　次に、異常状態信号解除ステップＳ３６では、判別手段１２が異常状態解除信号を発生
させて制御手段１３に伝達する。
【００６１】
　最後に、異常状態解除信号を受信した制御手段１３が維持していた緊急制御信号の操作
対象機器１４への送出を停止し、操作対象機器１４は緊急状態を解除して通常の制御信号
について受け付けを再開する。操作対象機器１４が再起動した場合の緊急処理システムの
動作としては、ステップＳ３～Ｓ５，Ｓ１３～Ｓ１６の制御ループの再開させるものであ
ってもよく、ステップＳ１，Ｓ１１からの再設定であってもよい。
【００６２】
　また、判別手段１２から制御手段１３への異常信号解除信号の送出がされた後に所定の
時間が経過するまでは、制御手段１３が操作対象機器１４の急激な動作を抑制するように
制御し、操作者の生体情報が初期状態まで回復する（落ち着く）まで危険回避が容易な動
作状態としてもよい。
【００６３】
また、緊急状態処理ステップＳ７、Ｓ１８が実行された後は、所定の時間が経過するまで
再起動の初期状態設定ステップＳ１、Ｓ１１が実行されないようにして、本実施形態にお
ける緊急処理の解除が省略されて初期状態設定ステップＳ１，Ｓ１１が行なわれないよう
にしてもよい。
【００６４】
　本実施形態の緊急処理システムでも、操作者の負担を軽減しながらも、迅速に操作対象
機器１４に緊急処理を実行させることが可能となる。また、生体情報取得手段１１が操作
者の生体情報を検知して、予め定められた状態まで回復した場合に操作対象機器１４の通
常の制御を再開するため、操作解除の際にも不用意に操作対象機器１４が動作せず、安全
を確保した再起動を行うことができる。
【００６５】
　上記実施形態および各変形例における構成は、相互に矛盾しない限り適宜組み合わされ
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【００６６】
　生体情報取得手段１１が検知する操作対象機器１４に対する身体的な反応である生体情
報として、心電図、心拍数、瞳孔径、脳波、体温、血圧、音声、操作者の動き、操作者の
発汗量等を挙げたが、これらに限定されず、操作者の身体における特定の変化を検知する
ことにより、緊急処理が実行可能であればよい。
【００６７】
　生体情報取得手段１１としてウェアラブル機器を用いる場合には、ウェアラブル機器と
操作対象機器１４と他の機器の情報伝達に無線情報通信手段が用いてもよい。無線通信手
段を介して複数ある操作対象機器１４のモニタリングを行うことで、一人の操作者の異常
状態を検知した場合に、複数ある操作対象機器１４の緊急処理を連動して行ってもよい。
また、複数の操作者の生体情報を同時にモニタリングすることで、操作者全員が回復状態
となったことを確認できた場合に、操作対象機器１４の緊急状態を解除してもよい。
【００６８】
　また、複数の操作者の生体情報のモニタリングする場合は、個々の操作者の生体情報を
継続的に蓄積することで、操作者ごとの生体情報の変化パターンを特定し、操作者ごとに
緊急処理の閾値を設定してもよい。
【符号の説明】
【００６９】
１１…生体情報取得手段
１２…判別手段
１３…制御手段
１４…操作対象機器
２１…産業用ロボットアーム
２２…ティーチングペンダント
２３…心電図計測器
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状态。 然后，生成异常状态信号，控制装置（13）基于该异常状态信号
使操作对象装置（14）执行紧急状态处理。 [选型图]图1
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